















































































































































































































































































































之『民法総合 6　不法行為法〔第 3 版〕』（信山社，2013年）498頁、潮見・前掲注
5　299頁　松本・前掲注17　243頁以下など参照





























（22）　最大判 S45・ 7 ・15民集24巻 7 号771頁（弁済供託における供託金取戻請求権






































ときは、権利を行使することができる時）」という起算点から [ 3 年間
／ 4年間／ 5年間 ]という時効期間を新たに設け、いずれかの時効期間
が満了した時に消滅時効が完成するものとする。
（注）【甲案】と同様に「権利を行使することができる時」（民法第166条



























































































時」から、［ 3年間／ 4 年間／ 5 年間］という時効期間が適用されること
となり、廃止される職業別の短期消滅時効制度の適用を受けている債権に









































































新設された166条 1 項 1 号の主観的起算点の解釈が中心となり、改正法案
724条については期間の性質について、改正法案724条の 2については期間
の長さが議論の中心となっている。











































































































































































（47）　最大判 S45・ 7 ・15民集24巻 7 号771頁（弁済供託における供託金取戻請求権
の消滅時効）、最判H 8・ 3・ 5 民集50巻 3 号383頁（自賠責保険金の請求権の消
滅時効）、最判H15・12・11民集57巻11号2196頁（生命保険契約に係る死亡保険金
請求権の消滅時効）。
（48）　性的虐待に特化した時効停止規定の創設について、久須本かおり『民法724条
後段の適用制限・再考─カネミ油症訴訟ならびに幼少期の性的虐待を原因とする
PTSD訴訟を契機として─』愛知大学法学部法経論集197号67頁など参照
